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基準賃貸料の算出方法 

 

1.  基準賃貸料の考え方 
創出地の基準賃貸料は、提案事業ごとに応募者が提案する導入機能の用途に応じて設定する。 

 

2.  基準賃貸料の算出方法 
2.1.  基準賃貸料の算出方法 

基準賃貸料（年額）の算出方法は、以下の算定式に基づき算出する。 

 

 基準賃貸料（年額）  

＝ （住宅用・非営利用賃貸料単価（円/m2･年）×住宅用・非営利用専用面積割合＋ 

  営利用賃貸料単価（円/m2･年）×営利用専用面積割合）×創出地面積（2,630.30m2） 
 

 注）１.住宅用・非営利用もしくは営利用専用面積割合は、創出地活用施設の全体延床面積に対する各用途

区分別の延床面積の割合。 

   ２.共用面積は、専用面積に按分する。 

 

用途区分別賃貸料単価は、以下のとおりとする。 

「住宅用」または「非営利用」 「営利用」 

1,113 円/m2･年 1,940 円/m2･年 

 

2.2.  その他 
応募者が作成した基準賃貸料計算書（様式 3-11）の用途区分等に疑義がある場合、当該項目に

ついて照会する場合がある。照会等によって修正が必要となった場合、県からの通知等に基づき、

応募者は賃貸料提案価格（様式 3-10）、基準賃貸料計算書（様式 3-11）及び面積按分表（様式 3-12）

（以下、「賃貸料提案書等」という。）を再提出しなければならない。県が指定する日までに賃貸料

提案書等の再提出がなかった場合、事業提案書の提出がなかったものとみなす。 

なお、用途区分について応募者と県の考えが一致しない場合、県が指定する用途区分とする。 

 

3.  用途区分の考え方 
3.1.  「住宅用」に該当するもの 
3.1.1.  「住宅用」の定義 
「住宅用」とは、生活の本拠としての住宅の敷地の用に供する場合をいう。 

ただし、次に該当する場合は「営利用」として取り扱うものとする。 

 営利法人の社宅、従業員宿舎の用に供する場合 

 高級賃貸住宅の用に供する場合で、県が「住宅用」として取り扱うことを不適当と認める

場合 

 

3.1.2.  「併用住宅」となる場合の取り扱い 
「併用住宅」とは、居住の用に供する部分（以下「居住用部分」という。）と事業の用に供

する部分（以下「事業用部分」という。）とが結合している建物であって、居住用部分が一定
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規模を有する場合（※1 参照）をいう。 

なお、併用住宅の適用は、定期借地権設定契約の契約締結者が事業用部分で行う事業全ての

事業主である場合に限定される（※3 参照） 

※1 「併用住宅」の考え方 

  

※2 「併用住宅」に該当しない場合の賃貸料適用区分の考え方 

建物全体の床面積は

500m2以上か

居住用部分の床面積は

全体の50％以上か

居住用・事業用の各部分の床面積の割合に応じて

「住宅用」と「営利用」または「非営利用」を適用

「住宅用」を適用

「営利用」または「非営利用」のうち当てはまる区分を適用

500m2

以上

50％
以上

500m2未満

50％未満

Start

 

 

 

 

 

居住用部分の床面積は

建物全体の床面積の概ね
1/4以上か 

事業用部分の床面積は 
500m2以上か

「併用住宅」に該当

（「住宅用」を適用）

1/4
以上

1/4未満 

500m2

以上 

500m2未満 

「併用住宅」には 
該当しない

居住用部分と事業用部分 
とが結合している建物 か 

結合している 

結合して

いない

事業用部分で行う事業の
事業主が 契約締結者か 

契約締結者 

※ 2へ 

居住用・事業用の各部分の床面積の割合に応じて

「住宅用」と「営利用」または「非営利用」を適用

「併用住宅」には 
該当しない

契約締結者

でない 

Start
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※3 併用住宅の適用可能性 

ケース 
概念図（赤枠は契約締結者の運

営範囲を示す） 
「併用住宅」適用の可能性 

①契約締結者が全ての機能の運営

を行う場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

○ 

②契約締結者が居住用部分の運営

を行う場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

× 

③契約締結者が居住用部分・事業

用部分の一部の運営を行う場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

× 

④契約締結者が事業用部分の運営

を行う場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

× 

⑤契約締結者は運営を行わない

（建物所有のみ行う）場合 

 
 

 

 

 

 

 

 

× 

 

居住用

事業用① 事業用②

居住用

事業用① 事業用②

居住用

事業用① 事業用②

居住用

事業用① 事業用②

居住用

事業用① 事業用②
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3.2.  「非営利」に該当するもの 
「非営利用」とは、応募者が次の各号に該当する法人であって、創出地を当該法人の事務、事

業の用に供する場合をいう。ただし、(1)及び(2)に掲げる法人が創出地を競馬、競輪、競艇、小

型自動車競争等の施設の用に供する場合並びに(3)に掲げる法人が創出地を収益事業の用に供す

る場合を除く。 

(1) 国､地方公共団体 

(2) 特別の法律の規定に基づき国又は地方公共団体が出資している法人（根拠法に利益分配の

規定のある法人を除く。） 

(3) 法人税法（昭和 40年法律第 34号）別表第２「公益法人等の表」に掲げる法人（ただし、

上記(2)に該当する法人を除く。） 

注 「収益事業の用に供する場合」とは、創出地の全部又は一部を法人税法第２条第 13号に規

定する収益事業に準ずる事業の用に供する場合で、その供する割合が、収益事業以外の用に

供する割合を上回る場合をいう。 

 

3.3.  「営利」に該当するもの 
「営利用」とは、「住宅用」又は「非営利用」以外の用途に供する場合をいう。 

 


